
今、いちばん気になる統計は？

　2014年10-12月期の経済成長率は、個人消費の

持ち直しや輸出の拡大を背景に、消費税率8％への

引き上げ後初のプラス成長となった。もちろん個人

消費は本格回復からは程遠いものの、2四半期連続

でプラスになっている。一方、これまで積み上がった

在庫の調整圧力もあり、生産活動の停滞から設備投

資は3四半期連続のマイナスとなっており、これが消

費税率引き上げ後の景気持ち直しの足を引っ張って

いる。

　ただ、2015年1-3月期は製造業の生産活動の回

復が続いているほか、原油価格の大幅下落もあり、

消費者心理が改善の兆しを見せている。株価の行方

次第では、設備投資反転と消費の更なる回復が期待

できる。今年の春闘ではベースアップが過去最高水

準となる企業も出てきており、中小企業への波及も

期待されている。年度明け以降の景気を占う意味で

も注目される。

 （経済調査部　永濱 利廣）

2015年1-3月期の経済成長率に注目
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資料 経済成長率と鉱工業生産

（出所）内閣府、経済産業省、鉱工業生産は予測指数を含む。

　「消費者物価の前年比上昇率2％の「物価安定の目標」を、2年程度の期間を念頭に置いて、できるだけ早期に実現
するため」、2013年4月、日銀が質的量的金融緩和に踏み出して2年が過ぎた。結果だけ見れば未達である。
　この間、政策の効果、説明責任の果たし方等々を巡って実に様々な議論があった。金融政策の話は分かり難いとい
う枕言葉とともに中には本質とずれた議論もあったように思うが、日本経済を再び成長させるためにはどうすればい
いのかについて多くの人が考えるきっかけとなったのではないか。
　当初の目標は達成できなかったが本当に大切なのはこれからだろう。多くの意見がある中でお互いを非難するだ
けのような議論をしている時間はない。米は引締めへ、日欧は緩和継続と3極の金融政策の方向が大きくずれてい
る局面であり、まだまだ経済政策運営に多くの課題を抱える新興国が世界経済に占めるウェイトも以前とは大きく
違う。常に危機は突然やってくるもの。しっかりした矢を3本揃えておく必要がある。備えあれば憂いなしだ。（H.S）
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